
帥
河

だ

田 宥

学 位 の 種 類 博 士(経 済学)

学 位 記 番 号 経 第66号

学位授与年月日 平成9年6月12日

学位授与の要件 学位規則第4条 第2項 該当

学位論文題 目

論文審査委員

プ ロダク ト管理会計

一生産 システム と会計 の新 しい枠組み 一

(主査)

教 授 杉 本 典 之 教 授 小 倉 昇

論 文 内 容 要 旨

近年 コンピューター技術の飛躍的発展 によ って、CIMに 代表 され る ビジネスシステムの トータ

ル化が必然 の潮流 とな った観 がある。 もともと製造業の経営 システムにおいて、生産 と会計 は コイ

ンの表裏 として密接不可分であ り、有機的に統合 さるべ きものである。

1980年 代の米国におけるジョンソン、 カプラン等の会計の適合性 の 「喪失」 と 「再生」に関する

認識 は、生産 と会計の統合という観点か ら実務が必要 としている21世紀の システムへの提言には至 っ

ていない。脱会計 を標榜す るジョンソンの 「再生」 においてもなお不分明である。

プ ロダク ト管理会計 は、「ピリオ ド(期 間)と 資源稼動 を基軸 とする会計観」 か ら 「プ ロダク ト

(製品)と 物流速度 を基軸 とする会計観」への転換をはか り、 システム論 としては、 コンティンジェ

ンシー理論 の立場か ら、環境変化に対 して臨機に対処 し得 る柔構造な管理会計の枠組 みを提唱す る。

生産 との対応 においては、「物流速度を軸 とす る新 しい生産 システム と整合す るプ ロダク ト中心 の

新 しい管理会計 システム」のフ レームワークを提示するものである。

企業体が生 き物である以上、 いわゆる管理会計の危機 は、学際領域を包摂 した全体論 と して再構

築 を図 る他ない。 この観点か ら、考察 の対象は、生産 と会計の間、財務会計 と管理会計の間、 シス

テムと会計の間、戦略と会計 の間といういずれ も 「間(あ いだ)の 問題一 「'in-betweenprbblem"」

であ る。 これ はす ぐれてイ ンターフェース(interface)の 問題であ り、 イ ンターフェースの巧掘
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こそが全体論 としての システムの成否の鍵を握 っている。

第1章21世 紀 の経 営 環:境と会 計

1920年 頃か ら1980年 代までのアメ リカの経営理論 ・管理会計理論の座標軸は、一貫 して 「総合的 ・

期間的一般管理(ピ リオ ド)」であ り、結果 と して 「モノづ くり」 とは疎遠な経営 に陥 った。!990

年代アメ リカ製造業 の座標軸 はこれが再び 「プロダク ト」に転 じた。 この 「ピリオ ドか らプロダク

トへ」 とい う視座が、筆者の提起す る新 しい管理会計の基本 モデルである。

1987年 のジョンソン ・カプランによる 「管理会計の危機」 の提起を経て、その後 のジョンソンが、

「会計 とプロセスの遮断 一脱会計」、 カプランが 「会計技法の深耕」 という対立的 なモデルとなった

ことを示 した後、一転 して、20世 紀の各経営理論か らの 「知識の型」 を、現象 を構造的、論理的に

捉 え るF系 列(Formality派)の 知 識 と、 現象 を非構 造 的 ・記述 的 に捉 え よ うとす る1系

(lnforlnality派)の 知識 に類別 し、経営理論 ・会計理論 の知識 は今世紀 を通 じて両系列間の交互

往復 を繰 り返 して きた との仮説を提示 した。今 日のような過渡期 において、管理会計をより広範 な

文脈 のなかで捉え ることが不可欠な ことによる。

米 国 のオープ ン ・ネ ッ トワーク戦 略(CALS)、 アジャル生産 のよ うな経営環境の もとで、21世

紀 の生産 に対応す る管理会計 システムと して、「ス ピー ド本位」、 「財務会計 イコール管理会計」、

「計画中心」、「プ ロダク ト全体損益(口 別計算)優 位」、「簿記 システムとの融合」、「事象アプロー

チ」 などのキーワー ドを掲記 し、過去 の管理会計の様相 を一変するものとなる展望 を示唆 した。

第2章 新 しい 生 産 シ ス テ ム と会 計

1980年 代 に普 及 を始 め た新 しい生 産 シス テムJITとOPTが 画期 的 で あ る所 以 は、従 来 の生 産 プ

ロセス の認識 が、 工 程 をY軸 方 向(部 門)に 縦 に切 って認 識 して いた もの を、X軸 方 向 に物(プ

ロダ ク ト)の 流 れ に沿 って横 方 向 に認 識 す る とい う視角 の 座標 を90度 転換 した点 にあ る。 「プ ロダ

ク ト管 理会計 」 は、 この生産 プ ロセ スの認 識 構造 の整合 をはか る ことを企図 した もので あ る。

生 産 の世 界 は既 に、 プ ロ ダク トが 国 とい う 「動 か ない もの」 を離 れ、 グ ローバ ル な国際 市場 で、

最良 の獲 物、 最 良 の武器 を求 めて移動 す る時代 に突 入 し、生 産 の キー ワ ー ドはプ ロ ダク トとス ピー

ド(タ ー ンア ラウ ン ドタイ ム)と な ってい る。 必然 的 に、管 理会 計 もプ ロダ ク トとス ピー ドを中心

に捉 え た、生 産 シス テム と連 動 す る論 理構 造 を必要 と して い る。

な お、OPTの 基 本概 念 で あ る 「スル ープ ッ ト(throughput)」 は会 計 で い う 「キ ャ シュフ ロー

(cashflow)」 と結 節 した もの で あ り、 この ことか ら新 しい生 産 管理 と新 しい管理 会 計 の間(あ い

だ)は ス ル ープ ッ トとキ ャッ シュフ ローの概念 を軸 に統 合 しうる ことを予 感 させ る。

第3章 コ ン ピ ュー ター と会 計

コンピュータ技術による情報 のコス トの低下 は、会計規範や会計情報の質的変化 を促す。特に生

産パ ラダイムの変革により刷新 を迫 られる会計規範の例 として①棚卸資産の取得原価の決定 ②非

経65



原価項 目 ③標準実際原価差異分析 ④間接費の配賦 を取 り上げた。特 に 「100日かけて作 ろうが、

1日 で作 ろうがプロダク トコス トは同一」 とい うリー ドタイムに対する感度 の欠落 と直接作業時間、

機械運転時間等の物量基準 による予定配賦率 とは、新 しい生産パ ラダイムと論理矛盾す る規範 となっ

ており改変が急がれる。現状で は、実務者 はこの矛盾を克服するシステム上の工夫 を施すべきであ

り、プロダク ト管理会計ではそれは可能である。

第4章 生 産 の視 角 か ら捉 え た管 理 会 計 史

20世 紀の生産 と会計の関係 の変還を、共生 一包摂 一乖離 一滞流 一濁流 一再編 といういわば大河 の

流れ としてモデル化 した。 このようなモデル化は、理論研究であ ると同時に、成功す るシステムを

導出するための準備作業の一環で もある。

20世紀初頭か ら 「プロダク ト」優位 と 「ピリオ ド」優位の思潮が相克を繰 り返 して きたさまを文

献 より析出 しモデル化 したが、管理会計史をモノづ くりの観点か らさ らに絞れば、「会計 とモノづ

くりと 『相関あ り』、『相関な し』、『再び相関あ り』」 の3段 階で捉え られる。

現在、「再び相関あ り」 の局面 にあ って、21世 紀の生産に呼応する新 しい管理会計 の枠組 み再設

計 とい う課題に直面 している。

本章の後半に敢えて、「ス ラック」という工学的概念をとりあげた。例えば待 ち時間 とい うスラッ

ク排除の要請が、直接作業時間による製造間接費配賦 という会計規範 を拒否す る。近年、製造業の

マネジメン トはあ らゆる意味でスラックの排除を競 う方向に動いている。新 しい管理会計 システム

設計において見逃 してはな らない要点 と考える。

第5章 新 しい管 理 会 計 の方 法 一プ ロ ダク ト管 理 会 計 を め ざ して

筆者が財務会計 を支える複式簿記 に着 目するのは、簿記機能 がす ぐれてコ ンピュータ処理にな じ

む論理構造を有 していることによる。但 し、簿記機構 に限界がないわけではない。財務会計には全

部原価計算 と決算整理 事項 とい う人為的障害があ って、総勘定元帳の レベルでは、簿記機構の論理

性が著 しく減殺 され る。ロ別損益勘定(補 助元帳 レベル)に おいて多次元 ・多属性簿記 をシステム

に組み込めば、 この欠陥は回避できる。

会計事象を製品損益 と期間損益のいずれの視座か ら捉えるかは、す ぐれて測定理論 の問題 である。

活動基準原価計算(ABC)は 、原価測定の照準を 「部 門」か ら 「活動」 へ移 した ことが、測定理

論 として画期的な意味を持 っている。 このように管理会計 は、「測定 と構造化」の レベルア ップを

第一義 とすべきである。

次 に会計の可視性 ・不可視性 は、会計築造論 という認識論の問題 もあるが、非加工時間や リー ド

タイムなど 「会計か らは見えてこない大切な事象」を如何 にす くい取 ってい くかが実務上、重要で

あ る。

かって管理会計の主題の観のあった製造間接費配賦論については、正確派 と戦略派 という対概念

で整理 した。実は、製造間接費配賦論 はもはや新 しい管理会計 の主題ではあ り得 ない。 トップ経営
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者の視点 と全体論的アプローチを強調す る所以である。その意味で知識社会学 と機能分析 という方

法、或いは、「会計 と組織 の相互作用」 に気づかせて くれるガイアの概念を とりあげた。

第6章 プ ロ ダ ク ト管 理 会 計 の展 開

本書 の核心で あるプロダク ト管理会計 は、 シュマー レンバ ッハの全体計算概念、 一致 の法則

(DasGesetzderKongruenz)に その理論 的淵 源 を、 「環境 変化 や対 応 した製 品企 画=PSU

(ProductStrategyUnit)別 の製品戦略」 にその実践 目的を措 き、 管理の主対象 を工程下流 の

「統制」で はな く、上流の 「企画、設計段階」 に求める。

プロダク ト管理会計では、会計情報管理の焦点は口別損益 に在 って、期間損益はロ別損益確定後

の事後的集計結果 として財務会計側 に送 り込 まれ るに過 ぎない。 まさに伝統的会計 の対極 にあるコ

ンセプ トである。

プロダク ト管理会計の システムアーキテクチャーと して は、経営全体を傭畷 しっっ生産機能 と会

計機能 の整合をはか る容器 と してR,N.Anthonyの 「経営管理の構造」援用 し、筆者の主題であ

る 「戦略的管理会計機能」を これに組み込んだ。

戦略的管理会計機能の概念 は、1986年 頃に構想を起 こし、個別 の実施過程で失敗や不発体験 も含

め次第 に熟成 して きたもので、本書ではcaseと して成功例を3種 類紹介 した。

1990年 代のアメ リカ製造業の変革 は、「モノづ くりを主体 として経営全体を傭轍する トータル シ

ステムフ レーム」を呈示 し、個別企業の実務を この新 しい枠組みモデル(経 営標準)に 演繹的 に鋳

込んでい くアプローチによって始 まった。但 し、 アメ リカの 「経営 モデル」が、既に生産 と会計の

関連の明確化に成功 したというわけではない。プロダク ト管理会計が、生産 と会計を機能的に統合

した経営 システムを考察す る所以である。

オブジェク ト指向データモデル、 クライア ントサーバなどのコンピュータ技術の進化によって、

多 目的、多次元簿記、事象 アプローチなど多彩な技術的可能性が高 まって きただけに、 システム成

功 の鍵 と して 「何を、何のため」 にとい うコンセプ トと 「いか に して進 めるか」 とい う設計手順が

ます ます重要 とな ってきた。 プロダク ト管理会計の システムの フレームと考え方(thoughtware)

を呈示す る意義 はここにある。

第7章 原価 企 画 とABC

現代管理会計の主要 トピックスとなっている原価企画 とABC(Activity-BasedCosting)を 終

章 と して とりあげ、 プロダク ト管理会計 との関連づけを行 った。

プロダク ト管理会計の枠組み はす ぐれて トータル システム思考であり、各個別 システムを収納 ・

配備する容器であ り、本書 ではこれを"場"の 技術 と位置づけ、原価企画やABCな どの個別技法

である"個 の技術"と 対峙 させた。"個 の技術"は 、場の技術 ・理論 に支え られて はじめて生 き物

である企業体のなかで所を得て活躍する。具体的には、原価企画はプ ロダク ト管理会計 フレームの

Sもage1の 製品戦略計画、ABCは 、Stage4の 戦略的管理会計機能 に収納 されて作動することとなる。
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原価企画にっ いては、その定式化の必要 と、概念拡大 の方向 を示唆 し、ABCに つ いては、 これ

をめ ぐるジョンソンとカプランの論争が対立 とい うより、両 々相倹 って、 アメ リカ製造業復活の処

方箋を構成 していることを指摘 した。

論 文 審 査 結 果 の 要 旨

この論文は、 日本の製造業が近年、経営環境 の大 きな変化 に対応 して生産 システムを大:量生産方

式か らアジャル生産方式へと変化 させざるをえなか ったのに呼応 して、管理会計の枠組み も、 ピリ

オ ド・プ ランニ ングを基軸 とした:従来 の枠組みか らプロダク ト・プランニ ングを基軸 と した新 しい

枠組みへと再編 しなければならない、という著者の主張 を展開 したものである。新 しい枠組みを もっ

た管理会計 は、「プロダク ト管理会計」 と称 されている。

この論文 は、七つの章か ら構成 されてお り、大別すれば二っの部分に分 けることがで きる。第1

章か ら第4章 までの部分と、第5章 か ら第7章 までの部分、の二つがそれである。

第1章 「21世紀の経営環境 と会計 一 『ピリオ ド』 か ら 『プロダク ト』 ヘー」、第2章 「新 しい生

産 システムと会計」、第3章 「コンピュータと会計規範」、および第4章 「生産の視角か ら捉 えた管

理会計史」、 の四っの章 では、 と くに生産 と会計の関係 に注 目しっっ20世 紀 にお ける管理会計関連

諸事項 を多角的に回顧 して、著者の問題意識 の背景を説明す る。すなわち、会計 とモノづ くりとの

間の関係が現在 「再 び相関あり」の第3段 階にあることを再確認す るとともに、21世 紀の生産に呼

応す る新 しい管理会計の枠組 みを設計す るための手掛か りを得 よ うと試みて、 とくに、R.N.ア

ンソニー教授の 「組織における計画と統制」 に関す る分析枠組みに注目す るにいたった、 という思

索 の経緯:が述べ られる。

第5章 か ら第7章 までの三っの章 は、 この論文 の核心部分 とみなされる。

まず、第5章 「新 しい管理会計の方法一プロダク ト管理会計をめざして 一」では、新 しい管理会

計 システムを設計するための接近法が考察され る。つ いで、第6章 「プロダク ト管理会計 の展開」

では、R。N.ア ンソニー教授 の 「組織 における計画 と統制」 に関す る分析枠組みを援用 して構想

したプ ロダク ト管理会計の システム ・アーキテクチャーが提示 され、 システム設計の手順が説明 さ

れ る。 プロダク ト管理会計の枠組みの要点 としては、 プロダク ト・プ ランニ ングの優位 とプロダク

ト別損益計算の先行、生産 システムと管理会計 システムの一元化(モ ノの流れ とカネの流れに関す

るデータベースの共有)、 環境認識か ら入 る思考順序、および戦略的管理会計機能 の組 み込み、 と

いった諸点が指摘 される。 と くに、最後の 「戦略的管理会計機能の組み込み」 とい う点 は強調 され、

その機能設計の成功例が三つ簡潔に紹介 され る。そ して、第7章 「原価企画 とABC一 トー タル ・

システムをめざ して一」では、近年 の主要 な話題 とな った原価企画やABC(活 動基準原価計算)

と対比す ることによ ってプロダク ト管理会計の特徴が説明 され る。つまり、プ ロダク ト管理会計 は

トータルシステムの思考 にもとつ く枠組みを もった 「場の技術」であるのに対 して、原価企画はそ
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の枠組 みのStage1「 製品戦略計画」 に、 また、ABCはStage4「 戦略的管理会計機能」 に、そ

れぞれ収納 されて作動す る 「個 の技術」 である、 と説明される。

このように、 この論文では、経営環境や生産 システムの大 きな変化 に対応 した管理会計 システム

の再編 に関す る哲学 と処方 とが圧縮 された形で展開されている。その哲学 と処方 とは、生 き物 と し

ての企業体のなかで現実 に展開され る生産 と会計の間に システム ・エンジニアとして四半世紀以上

にもわた って身を置いて きた著者 自身の貴重な体験 と広範囲な学際的研鎖 との結晶にほかな らない。

あえていえば、著者独特の レ トリックと簡潔すぎる表現 に真意を汲み取 りかね るところも散見 され

る。 また、プ ロダク ト管理会計 の実践 と検証の記録 をいま少 し詳細 に紹介 して ほしか った、 との望

蜀の歎 もある。 しか しなが ら、 この論文が管理会計 をめ ぐる研究 と実務 に大 きな一石を投 じ、管理

会計の復権 に大 いに貢献す るであろう、 ということは否定 しえない。

よって、われわれ論文審査担当者 は、 この論文にかかる博士論文審査の成績 は 「合格」 と判定す

る。
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